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株式が有利な投資対象でありながら、

なぜ、大多数の一般投資家は
株式投資に成功していないのであろうか？
１９６３年､当社の創業者､片山治三が証券会社の社員であった時に、
こんな疑問を抱きました。

この原因を究明し改善するためにも､投資家サイドに立ったアドバイザー
が是非必要だと感じ､当社を１９７３年に設立しました。
　－１－
当社設立の動機

長期的に見れば、大きく値上がりしてきた株式投資でも､大多数の

一般投資家はみるべき成果をあげていません。

その理由は

（１）一般投資家には、資産として株式を中長期に保有するための
助言機関がありませんでした。

（２）確かな情報の収集と分析作業のために、費用や時間がかか
り個々の一般投資家では到底対応できません。

（３）小口株主では投資先の会社といえども詳しい会社調査に

　　　なかなか応じてくれません。

（４）株式投資に必要な投資技術を習熟するためには相当な年月
と経験が必要です。

（５）その他

以上のことから

一般投資家が株式投資に成功し続けるには､年間顧問料と成功報酬

のみで経営する「投資家サイドに立ったアドバイザーとしての

投資顧問」が是非必要であるとの結論に至ったのです。

－２－
株式投資の魅力と現実

戦後の株式の投資収益率は、年13.7％(1952-2006東証１部上場全銘柄
買いかえ型加重平均)となっています。

すなわち､1952年に１万円を株式に投資してそのまま持ち続けると、
54年後の2006年には1,049万円になったということです。
債券であったならば23.2万円(6.0％)､定期預金ならば10.0万円(4.3％)
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となりますので､株式投資の有利性は一目瞭然であると思います。
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[image: image2.emf]収益比較(株式･債券･預貯金)
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－３－
これほど収益の上がってきた株式でも、
どれ程の人が、この利益を享受できたでしょうか？
過去54年の間に株式投資をしてきた人でも｢株は儲からない｣「もう二度と株はしない」と結論付けた人がほとんどです。

このことは、平均株価では値上がりしていても、一般投資家は「結果的に投資収益を得られなかった」ということを示しているようです。
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一般投資家が陥りやすい「株価が高くなれば買い、株価が下がれば売る」というのでは、到底、平均的な投資収益さえ享受できないのです。
－４－
株式投資を敬遠する個人資金
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これを裏付けるように、日本の個人の金融資産の内訳をみると、現金預金と保険年金がその大半で、株式投資はまだまだ少ないのが実情です。
また、日本の株主構成推移をみますと、1950年に全株式の70％を保有していた個人が、現在は25％前後に低下しています。金融商品として魅力ある株式でありながら、個人資金は、株式投資を敬遠しております。
[image: image3.emf]投資部門別株式保有比率の推移
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近年、金融機関は持ち株制限により、保有比率を急激に下げました。これに代わるように、保有比率を上げているのが、外国人です。その資金の大半は、欧米の年金資金であり、世界は日本の株式に注目しております。
－５－
アメリカに投資顧問あり

アメリカでは、個人の金融資産のうち、株式の占める比率は30％を超えています。これに比べて、日本はその大半が現金預金で、株式は12%とまだまだ少ない状態です。
日米比較・家計の資産構成
2007年3月末･日銀資料




これは、アメリカには、投資顧問傘下の資金が多く存在し、そのほか、証券会社から独立した投資信託、年金資金など、個人資金を取り巻く資産運用の環境が恵まれていることに起因しています。
このように、「投資家サイドに立った投資顧問」が、日本には無かったことが、「個人が株式投資を敬遠している」原因の一つであるといえます。

株式投資は、預貯金などに比べて遥かに難しく、例えば情報の収集・分析などの作業が必要であり、さらにそれをどのように判断し実践するのか、高度の投資理念や習熟した投資技術がなければ、株式投資に成功し続けることは困難なことなのです。
今後、わが国でもアメリカのように、投資顧問の存在がますます必要になってくると思われます。
－６－

株式投資における「情報の収集･分析」と「投資技術」は、まさに、「車の両輪」です。

個人に代表される一般投資家は、情報はあっても、肝心な投資技術がないために、ただ市場の雰囲気などで「株価が上がるだろう」あるいは「下がるだろう」といった単純な予想のもとに株式投資を行なってきました。
これでは投資に成功し続けることは無理な話で､例えば「海図も羅針盤もなしに太平洋を航海する」ようなもので、まったく無謀な話です。
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当社は以上の観点にたって、「中長期投資をアドバイスできる投資家サイドに立った投資顧問」として、今後とも社会的ニーズにあったサービスを提供してまいりたいと考えます。

「資産づくりの投資顧問」として当社を是非ご利用ください。
－７－
投資家サイドに立った投資顧問会社

富士投資

◎当社の経営理念
富士投資は、株式投資をカスガイにして、調査･研究を充実し生活や仕事に役立つ機関として､顧問先とともに繁栄したいと考えます。

◎当社の使命
富士投資は､投資家サイドに立ったサービスを提供することにより、あらゆる投資リスクから顧問先を守りながら、顧問先には魅力ある投資収益をもたらし、資本市場には中長期資金の提供を促進する機関として､投資家と企業の架け橋となることを使命とします。
◎当社の投資理念
①資本主義が続く限り、会社は存続し、株式は債券や預貯金よりはるかに有利な投資成果を得ることができると考えます。

②短期的な「株価の変動のサヤ」をとるのではなく、企業収益による株主資本の増大に伴う「株価の成長」に投資します。
－８－






－９－
ポートフォリオ・マネージメントとは
図１　投資期間と収益率のバラツキ具合


☆長期になると､図１

のように投資収益が

安定します。

【投資期間の長期化】

図２　投資銘柄数と収益率のバラツキ具合

☆投資銘柄数を増や

すことによって投資

収益が安定します。

　30銘柄を超えると

バラツキがなくなり

ます。

【投資銘柄の分散】

●世の中には､大幅に値上がりしそうな投資物件には､必ず値下がりの危険性（リスク）が付きまといますし、逆に収益の確実性が

高い投資物件は､収益率はさして大きくないようになっております。

●株式投資の場合、一時的な受給関係によって、ある日、突然

株価が上がっている事もあれば、下がっていることもあります。

しかし、【投資期間の長期化】と【投資銘柄の分散】により、リスクを小さくする有効な投資技術の一つがポートフォリオ・マネージメントです。

－１０－
ファンド金額と業種及び銘柄数
ポートフォリオ・マネージメントの基本的理論の一つとして、投資額によって投資する最適な業種数・銘柄数があります。

その例は、下表のとおりです。

	ファンド
大分類
	ファンド
小分類
	ファンド金額
	最適
業種数
	最適
銘柄数

	Ｆ　Ⅰ
	Ａ
	1,000万円
	5業種
	5銘柄

	
	Ｂ
	3,000万円
	5業種
	7銘柄

	Ｆ　Ⅱ
	Ａ
	5,000万円
	8業種
	15銘柄

	
	Ｂ
	１億円
	10業種
	20銘柄

	Ｆ　Ⅲ
	Ａ
	３億円
	10業種
	30銘柄

	
	Ｂ
	3億円以上
	10業種以上
	30銘柄以上


（注）業種は当社の分類による。情勢により若干の変動があります。

－１１－
株式投資の特長

株式投資の魅力として「株式投資の特長」を整理しますと、次のようになります。

１．株主になることで、時流にマッチした事業に参画できます。

２．時代の変化に対応するために、銘柄を入れ替えることによって、事業の進退が簡単に図れます。

３．比較的小さな資金でも、銘柄の分散をすることにより、多角的な投資ができ収益の安定化をはかることができます。

４．固定資産税などの維持費がかかる土地などの不動産を所有した場合とは異なり、株式投資の場合、配当金等をもらうことがあっても保有税はかけられない。

５．株式は物的資産ですからインフレヘッジになります。

６．株券の保管は簡単で安全です。

－１２－

投資顧問契約のメリット
当社のサービスを受けることによって､顧問先は次のようなメリットがあります。

１．自分の仕事に専念できる。

①株価の短期的な上下に一喜一憂しなくてすむ。

②情報の収集・分析の作業がいらない。

③投資技術の習得がいらない。

２．株式投資には、買う時機、売る時機、休む時機とありますが、
一般投資家は一番肝心な「休む効果」を見落としていました。　

また、それをアドバイスしてくれる機関が、わが国にはなかったのです。顧問科を収益源としている投資顧問であればこそ、そのアドバイスができるのです。

－１３－

[image: image5]
要約　☆顧問先自身が選定した証券会社や銀行に、自己名義の口座をつくり株券や現金を預ける。

☆顧問先自身が、預り証(受領書)や通帳、印鑑を保管する。

☆富士投資は、契約した投資基金（ファンド）の範囲内で運用助言する。

☆富士投資は、毎月末にファンドの状況明細を確認・報告する。
－１４－

１、年間顧問料を以下のとおりとします。

	契約資産額
	年間顧問率

	1,000万円以上　　2,000万円未満

2,000万円以上　　5,000万円未満

5,000万円以上　　１億円未満

１億円以上　　　３億円未満

　３億円以上
	2.0 ％

1.5 ％

1.2 ％

1.0 ％

0.7 ％


２、成功報酬

年間顧問料（前項に定める）とは別に年間実質投資収益率（年間顧問料・売買手数料及びそのほかの諸経費を控除して算出したもの）が、契約時に決められた期待収益率（６～１２％）を超えた場合には、それを超えた部分の２０％を成功報酬として、契約終了時にいただきます。

なお、上記期待収益率（６～１２％）は契約時の金融情勢等を勘案合議のうえ決定します。

３、消費税

年間顧問料および成功報酬に関する消費税は、別途加算するものとする。
年間顧問料と成功報酬の組合せについて

当社の場合、契約期間中に支払われる年間顧問料と、契約満了時に支払う成功報酬の2本立てとなっており、こうすることによって、投資家サイドにたった中長期的なアドバイスができるのです。これは、従業員に払う「月給」と「ボーナス」の組合せと同じ考え方です。
－１５－
株式投資を敬遠する誤った考え方

１．最初に儲けても、結局「元の木阿弥」になる。

⇒　当社の場合､資金の安全と投資効果をはかる目的から、一般の投資相談にみる「銘柄の選択」や「売買のタイミング」だけのアドバイスではなく、特に「株式と現金の組合せ」に力点を置くことによって、「元の木阿弥」を回避することができます。

２．損するのも困るし、儲けても不労所得になるので、わが身のためによくない。

⇒　長期で分散投資をすれば､まず損をするということはなく、平均的に着実に投資収益があがるはずです。

⇒　株式投資による所得は、不労所得ではありません。資本主義体制をとっている限りは、資本に対する報酬は､労働に対する賃金や土地に対する地代と同じで正当な見返りです。

３．株式投資は虚業である。国のためにはならない。

⇒　株式は資本主義の根幹です｡株式がない社会は社会主義か共産主義です｡企業は株式によって成り立ち、企業は資本主義国を支える機関であり、産業発展の礎（ｲｼｽﾞｴ）となるものです。

４．家訓として、「株をするな」となっている。

⇒　株式投資をしてはいけないということになると､資本主義を否定することになります。「株をするな」という家訓は「相場をするな」に変えるべきです。「株式では儲からない」という人から意見を聞いてみますと、ほとんどの方は「相場」で失敗しているのです。

５．自分は会社を経営しているので、他の会社に投資する必要性を感じない。
⇒　企業によっては、個々の人物単位では到底真似のすることのできない、規模や技術、特許などを有して収益活動をしています。自分で事業を興すことのできない会社に投資することで、会社の発展を助け､その見返りとして株主は収益の一部を享受することができるのです。
６．自分の仕事が留守になる。

⇒　信頼できる投資顧問を選ぶことによって、自分本来の仕事や趣味に打ち込むことが可能になります。
－１６－
富士投資
◎当社の名称の由来について

１．｢富士｣という名称の証券会社は業界にはありませんでした。
２．「富士」は、「富ますサムライ」と読めますので、顧問先を富ます投資顧問となることを目標としています。
３．会社は社会の公器です｡創業者の名前をいれるより、「富士」という日本を代表する名前を選びました。
４．「富士（ふじ）」は、「無事（ぶじ）」に通じますので、投資の安全を祈願しております。

／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／

株式会社 富士株式投資研究所
(略称：富士投資)

役員
代表取締役　片　山　治　三

代表取締役　片　山　一　歩

取締役　片　山　登志子

監査役　前　田　　創

／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／
－１７－
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
（投資技術の富士投資）
　　　　　　eq \o(\s\up 7(株式),\s\do 3(会社))　富士株式投資研究所
創　　業　１９７０年

登録番号　近畿財務局長　第５９号

資本金　２,７００万円

〒530-0047　大阪市北区西天満３丁目１番５号(英和ビル)
電話(代表)
０６－６３６２－７８９７

FAX

０６－６３６５－６５３８

Eメール　fujiiss@bekkoame.ne.jp

HP　http://www.bekkoame.ne.jp/~fujiiss

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊






















投資方針の基本理念











成長株に投資する。


銘柄を分散し中長期投資で行なう。


ポートフォリオ・マネージメントで行なう。


相場が人気化したところでは若干反対売買する。


（以上のどれ一つも欠けてはいけない。）








�１、投資方針の策定


２、銘柄の選択


３、売買の時機


４、その他


(上記の一括アドバイス･サービスです｡)
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富士投資


☆運用助言のみで


株券や現金は


預かりません。





システム図





売買連絡報告・残高照合





投資顧問契約





顧問先


☆印鑑


☆通帳　　　保管


☆預り証





配当金の受取


顧問料の支払


他





中期国債ファンド


ＭＭＦ・ＭＲＦ


預け金





保管・売買








当社のアドバイス











証券投資における資産の運用・管理サービスです。


(ただし、預り業務はいたしておりません｡)








資料出所：全国証券取引所





当社の主たる業務











所有者別株式保有比率の推移
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42.5


兆ドル





％





その他


4.2%





保険･年金準備金


26.2%





投信(株式)


1.1%





株式


12.2%





投信(債券)


3.4%





債券


2.8%





その他


3.4%





保険･年金準備金


31.4%





株式･出資金


30.4%





投信(株式)


8.0%





投信(債券)


6.6%





債券


7.1%





現金･預金


12.9%





現金･預金


(50.1%)





50.1%


770兆円





現金預金





その他 4.2%





年金 11.3%


保険 14.9%


計402兆円








投資信託 4.5%





株式 12.2%


187兆円





国内債券 0.6%





2.2%





国債･財投債





個人の金融資産内訳(2007年3月末)











顧問料等規定





投信





外国人





事業法人





金融機関





個人





高くなれば、買いたくなり、


安くなれば、売りたくなる。








合計


 1,536兆円





資料出所：財団法人日本証券経済研究所





預金


10万円





債券


23万円





2006年末


株式


1049万円





情報の収集・分析 と 投資技術











？











